平成26年9月

被保険者各位

日本板硝子健康保険組合

被扶養者の認定状況の確認について

平素は、健康保険組合の事業運営にご理解とご協力をいただき、誠にありがとうございます。

さて、標記につきまして、健康保険法施行規則第50条の定め等に基づき、健康保険の被扶養者
認定状況の確認（以下「検認」といいます。）を、今年度は下記のとおり実施いたします。

検認は、適正な保険診療を受けていただくために、被扶養者として既に認定されている方が、
引き続きその資格があるかどうかの確認を行うものです。
つきましては、同封の｢健康保険被扶養者確認調書｣の記載内容を確認いただき、裏面の記入要領
に基づき必要事項を記入（訂正）・捺印し、該当する必要書類を添付の上、必ず期日までに提出を
お願いいたします。

なお、データの抽出は8月15日付で行っておりますので、それ以後の被扶養者抹消手続きは
反映されておりませんので、ご了承ください。

記
1．検認の対象となる方

　　平成26年8月15日時点における当健康保険組合の被扶養者（※）
　　※過去の検認や認定時に「収入あり」と自己申告された方
2．提出期日
　　平成26年9月12日（金）

　　※ 健康保険法施行規則第50条第7項により、「検認又は更新を受けない被保険者証は、
　　　 無効とする」とされているため、提出期日までにご提出いただけなかった被保険者に
ついては、対象者の被保険者証は無効（資格喪失）となりますのでご注意ください。

3．提出先
　　所属事業所の健保担当者
4．提出書類
①健康保険被扶養者確認調書

②所得証明書

③裏面の■添付書類一覧より、被扶養者に該当する書類を添付してください。
5．注意事項

①審査の結果、健康保険法等の被扶養者の認定基準に該当しないことが判明した場合は、

　削除となり、事業所健保担当者経由で削除通知をしますので、別途「健康保険被扶養者
　（異動）届」に対象者の被保険者証を添えて提出してください。
②被扶養者の追加については、同封の調書で行うことはできません。

　　　手続きには「健康保険被扶養者（異動）届」等の提出が必要となりますので、ＳＳＣ人事

　　　担当者に、津事業所・日硝ファイバー・垂井事業所の方は事業所健保担当者にご相談下さい。

以　上
【 健康保険被扶養者確認調書の確認、記入および訂正等について 】

※ 健康保険被扶養者確認調書には検認対象者のみ記載しています。
■ 記入要領

	確認および記入箇所
	被保険者
	被扶養者

	ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名、生年月日、続柄等(*1)
	記載内容に訂正の必要がある場合は、当該訂正箇所を＝線で抹消し、訂正

内容を赤で記入。

	被扶養者を削除する場合(*1)
	氏名を＝線で抹消し、備考欄に理由および削除する年月日を赤で記入（就職
等の場合はその日）また、これ以外の理由（離婚及び死亡等）においても、

その事実と事実発生日を記入。

	住所(*2)
	住民票上の住所を記入。

記載内容に訂正の必要がある場合は、当該訂正箇所を＝線で抹消し、訂正

内容を赤で記入。

	 印
	「印」に押印
	

	税法上の扶養家族で　有・無
	
	有・無　どちらかに○

	職業 ／ 学校・学年
	
	例：パート又はアルバイト、自営業、農業、主婦、無職等

	年金受給者で　有・無
	
	有・無　どちらかに○

	年間収入
	
	平成25年1月～12月の年間収入額（万単位）を記入。
給与・年金収入（遺族年金・恩給含む）等、全ての収入額

とし、無収入の場合は「０円」と記入。

	同居 ／ 別居の区別
	
	同居・別居　どちらかに○  単身赴任者の場合：同居に○


(*1) (*2) 別途、「健康保険被扶養者（異動）届」等または「健康保険住所変更届」による届出が必要となりますので、
ＳＳＣ人事担当者に、津事業所・日硝ファイバー・垂井事業所の方は事業所健保担当者に申し出てください。

■ 添付書類一覧

	　　　　　　添付書類

検認対象者の

収入状況
	1
	2
	3
	4
	5

	
	平成25年分 所得証明書又は課税証明書

 ※市区町村発行のものに限る 

 ※源泉徴収票等では代用不可　
	確定申告書及び収支内訳書（控） 写

含め　申告書類一式

※原則、税務署受付印あり
	公的年金の源泉徴収票　写

遺族年金、障害年金等の通知書　写
	身体障害者手帳（全頁）写
	特定疾患医療受給者証　写

公費受給者証　写　等

	収入なし
	○
	
	
	△
	△

	収入あり
	○
	△
	△
	△
	△

	自営業者
	○
	○
	△
	△
	△


○は必ず添付、△は該当する場合のみ提出

ⅰ．認定年月日が平成26年1月1日以降の方（年間収入欄に* * * 印字あり）は、収入に関する書類を省略

　　（認定時の提出書類で代用）することができます。

ⅱ．今年度の検認より、収入なしの方も収入に関する書類が必要になります。

ⅲ．所得証明書は、平成25年（平成25年1月～12月）分の収入について、収入額の記載がある証明書を市
区町村にて交付してもらうこと。（市区町村により書類の名称は異なります。）
ⅳ．各種証明書は、調書提出日の直近（原則、3ヶ月以内）に発行されたもの。

ⅴ．必要に応じて、上記一覧表に記載のない書類の提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。
